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1. 移行期間について

H22/12　　H23/7　　　　　H24/4/1～　　H25/4/1　H26/4/1　　　H27/4/1～（最終）


ﾊﾟﾌﾞｺﾒ　　通知 　　 予算 　実施可能な法人　　　　 　　　 予算　　全ての法人
＜移行期間に関する方針＞ 
・事務体制が整い、実施可能な法人については､平成24年度（予算)から移行する。平成27年度（予算)には全ての法人において移行する。

（ｺﾒﾝﾄ）　移行時の取扱において、賃貸借処理を行っていたリース取引は引き続き賃貸借処理が可能なことから、事務の簡便性の観点からは早期の移行について慎重に検討する必要がある。

また、新会計移行に必要となる会計処理は、移行年度期首における仕訳処理にて行うこととされていることから、移行年度予算策定の上、旧年度決算確定後速やかに移行処理仕訳を起票する必要がある。
２．新基準を作成する背景と目的

◆　会計ルール併存の解消による事務簡素化

◆　社会経済状況の変化
◆　分かりやすい会計基準の作成

（ｺﾒﾝﾄ）　指導指針方式の採用、就労基準の取込、上場会社並の高度な会計処理（時価主義）、内部取引の相殺処理、複雑な注記が求められており、かなり複雑化している。

３．新基準の基本的な考え方

　◆社会福祉法人が行う全ての事業(社会福祉事業､公益事業､収益事業）を適用対象とする。

◆法人全体の財務状況を明らかにし､経営分析が可能なものとするとともに、外部への情

報公開も勘案した作りとする。

◆新基準の作成に際しては､既存の社会福祉法人会計基準､指導指針､就労支援会計基準､

及びその他会計に係る関係通知､公益法人会計基準(平成20年4月)、企業会計原則等を

参考とする。
４．新基準の構成

（新）社会福祉法人会計基準　→　会計基準注解　→　運用指針、移行時の取扱い
（１）基準と注解　：会計ルールの基本的な考え方とその解説､財務諸表の様式例

（２）運用指針（別紙１）：会計基準の適用に当たっての留意事項､基準に盛り込まない様式例､勘定

科目とその解説を示したもの。

（３）移行時の取扱い（別紙２）：従来の会計ルールから新会計基準へ移行するに当たっての取扱い

を示したもの。

５．新基準における主な改正点
（１）適用範囲の一元化
・社会福祉法人が行う全事業(社会福祉事業､公益事業､収益事業)を適用範囲とする｡
（ｺﾒﾝﾄ）　就労会計、老健準則、病院会計準則を取込、指導指針と会計基準の整合性を

図った。

	事業
	現行
	新通知

	障害福祉関係施設（就労、授産除く）
	社会福祉法人会計基準（以下、本表において「会計基準」という）
	　　すべて新会計基準の適用となった。

	保育所
	
	

	その他児童福祉施設
	
	

	保護施設
	
	

	養護老人ﾎｰﾑ
	
	

	軽費老人ﾎｰﾑ
	
	

	特養等介護保険施設
	指導指針又は会計基準
	

	就労支援事業
	就労支援の事業の会計処理の基準
	

	授産施設
	授産施設会計基準
	

	重症心身障害児施設
	病院会計準則
	

	訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ
	訪問看護会計・経理準則
	

	介護老人保健施設
	介護老人保健施設会計・経理準則
	

	病院・診療所
	病院会計準則
	

	公益事業
	会計基準に準ずることができる
	

	収益事業
	一般に公正妥当な企業会計の基準
	


（２）計算書類の簡素化

・ 現行基準の｢計算書類｣を｢財務諸表｣に名称変更
・ 資金収支計算書､事業活動計算書､貸借対照表､財産目録は従来通り作成
なお､事業活動計算書､貸借対照表を補足する書類として､現行の多岐にわたる別表､明細表を統一して､必要最小限の｢附属明細書｣として新たに整理する。
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（ｺﾒﾝﾄ）　・財産目録は財務諸表から外れた。その他取扱いは変わらない。

・注記事項は財務諸表の一部です。　　　　

（３）区分方法の変更

・ 法人全体の計算書類を以下の３つ（①から③）に分類。
・ 法人全体､事業区分別、拠点区分別に、資金収支計算書、事業活動計算書、貸借対照表を作成す

る。

（ｺﾒﾝﾄ）　新会計基準は、社会福祉法人が行う全ての事業(社会福祉事業､公益事業､収益事

業）を適用対象とするため、会計単位区分を設けていない。

①事業区分（財務諸表）
・　法人全体を社会福祉事業､公益事業､収益事業に区分

②拠点区分（財務諸表）
・　事業区分を拠点(一体として運営される施設、事業所及び事務所)別に区分
③サービス区分（附属明細書）
・　その拠点で実施する事業内容別(例：特養､通所介護､短期入所生活介護、居宅介護支援、その他等)に区分
· 　サービス区分別に作成する拠点区分資金収支明細書､拠点区分事業活動明細書については､その拠点で実施する事業の必要に応じていずれか一つを省略できる。

（ｺﾒﾝﾄ）　現行会計基準は、定款に記載された社会福祉事業ごとに経理区分を設定してい

たが、新会計基準では拠点区分において実施する事業内容別に、法令等の要請に

よりサービス区分を設定する。
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（注1)拠点区分事業活動明細書は経常増減差額までの表示で可。
（注2)例えば､上記の例では拠点区分事業活動明細書のみを作成

(保育所､措置施設は拠点区分資金収支明細書のみを作成)
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（４）財務諸表等の作成

　資金収支計算書の区分修正（会計基準第２章の４）

　　①経常活動による収支　→　①事業活動による収支

②投資活動による収支　→　②施設整備活動による収支

③財務活動による収支　→　③その他の活動による収支

〈（会計基準）第２章　５ 資金収支計算書の構成〉
１　事業活動による収支には、経常的な事業活動による収入及び支出(受取利息配当金収入及び支払利息支出を含む。)を記載し、事業活動資金収支差額を記載するものとする。
２　施設整備等による収支には、固定資産の取得に係る支出及び売却に係る収入、施設整備等補助金収入、施設整備等寄附金収入及び設備資金借入金収入並びに設備資金借入金元金償還支出等を記載し、施設整備等資金収支差額を記載するものとする。
３　その他の活動による収支には、長期運営資金の借入れ及び返済、積立資産の積立て及び取崩し、投資有価証券の購入及び売却等資金の運用に係る収入及び支出（受取利息配当金収入及び支払利息支出を除く）並びに事業活動による収支及び施設整備等による収支に属さない収入及び支出を記載し、その他の活動資金収支差額を記載するものとする。
４　資金収支計算書は、当該会計年度の決算の額を予算の額と対比して記載するものとする。
５　決算の額と予算の額の差異が著しい勘定科目は、その理由を備考欄に記載するものとする。

	
	資金収支計算書　（Ｃ／Ｆ）
	事業活動計算書　（Ｐ／Ｌ）
	貸借対照表

（Ｂ／Ｓ）
	注記
	備考

	法人全体
	１号の１様式
	２号の１様式
	３号の１様式
	全項目
	－

	事業区分別（法人全体の会計を事業別に区分表示）
	◎○１号の２様式
	◎○２号の２様式
	◎○３号の２様式
	－
	事業区分間　取引消去

	拠点区分別（事業区分の会計を拠点別に区分表示）
	◎１号の３様式
	◎２号の３様式
	◎３号の３様式
	－
	拠点区分間取引消去

	拠点区分別（１つの拠点を表示）
	１号の４様式
	２号の４様式
	３号の４様式
	一部項目
	－

	ｻｰﾋﾞｽ区分別（拠点区分の会計をｻｰﾋﾞｽ別に区分表示）
	☆附属明細書　別紙３
	☆附属明細書　別紙４
	－
	－
	別紙３（４？）ｻｰﾋﾞｽ区分間取引消去


(注1)　法人の事務負荷軽減のため､以下の場合は財務諸表及び附属明細書別紙３又は４の作成を省略できるものとする

　1.　○印の様式は､事業区分が社会福祉事業のみの法人の場合省略できる。
2.　◎印の様式は､拠点が1つの法人の場合省略できる。
3.　☆印の様式は､附属明細書として作成するが､その拠点で実施する事業の必要に応じていずれか1つを省略できる。
(注2)　第1号から第3号の1から4様式は､社会福祉法施行規則第9条第3項に定める書類とし､毎年度所轄庁へ提出をする。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資金収支計算書　　　　　　　　　　　　　　　第1号様式の１

	（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	（単位：円）

	勘定科目
	予算(A)
	決算(B)
	差異(A)-(B)
	備考

	事業活動による収支
	収入
	介護保険事業収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	老人福祉事業収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	児童福祉事業収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	保育事業収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	就労支援事業収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	障害福祉サービス等事業収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	生活保護事業収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	医療事業収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	○○事業収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	○○収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	借入金利息補助金収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	経常経費寄附金収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	受取利息配当金収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	流動資産評価益等による資金増加額
	　
	　
	　
	　

	
	
	事業活動収入計
	　
	　
	　
	　

	
	支出
	人件費支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	事業費支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	事務費支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	就労支援事業支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	授産事業支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	○○支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	利用者負担軽減額
	　
	　
	　
	　

	
	
	支払利息支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	法人税、住民税及び事業税支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	流動資産評価損等による資金減少額
	　
	　
	　
	　

	
	
	事業活動支出計
	　
	　
	　
	　

	
	　事業活動資金収支差額
	　
	　
	　
	　

	施設整備等による収支
	収入
	施設整備等補助金収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	施設整備等寄附金収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	設備資金借入金収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	固定資産売却収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の施設整備等による収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	施設整備等収入計
	　
	　
	　
	　

	
	支出
	設備資金借入金元金償還支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	固定資産取得支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	固定資産除却・廃棄支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	ファイナンス・リース債務の返済支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の施設整備等による支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	施設整備等支出計
	　
	　
	　
	　

	
	　施設整備等資金収支差額
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	その他の活動による収支
	収入
	長期運営資金借入金元金償還寄附金収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	長期運営資金借入金収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	長期貸付金回収収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	投資有価証券売却収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	積立資産取崩収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動による収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動収入計
	　
	　
	　
	　

	
	支出
	長期運営資金借入金元金償還支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	長期貸付金支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	投資有価証券取得支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	積立資産支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動による支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動支出計
	　
	　
	　
	　

	
	　その他の活動資金収支差額
	　
	　
	　
	　

	　予備費支出
	　×××

	―
	　×××
	　


	　
	　
	　
	△×××
	
	
	　

	　当期資金収支差額合計
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　前期末支払資金残高
	　
	　
	　
	　

	　当期末支払資金残高
	　
	　
	　
	　

	（注）予備費支出△×××円は○○支出に充当使用した額である。


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業活動計算書　　　　　　　　　　　　　　第２号様式の１

	（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

	
	
	
	
	
	（単位：円）

	勘定科目
	当年度決算(A)
	前年度決算(B)
	増減(A)-(B)

	サービス活動増減の部
	収益
	介護保険事業収益
	　
	　
	　

	
	
	老人福祉事業収益
	　
	　
	　

	
	
	児童福祉事業収益
	　
	　
	　

	
	
	保育事業収益
	　
	　
	　

	
	
	就労支援事業収益
	　
	　
	　

	
	
	障害福祉サービス等事業収益
	　
	　
	　

	
	
	生活保護事業収益
	　
	　
	　

	
	
	医療事業収益
	　
	　
	　

	
	
	○○事業収益
	　
	　
	　

	
	
	○○収益
	　
	　
	　

	
	
	経常経費寄附金収益
	　
	　
	　

	
	
	その他の収益
	　
	　
	　

	
	
	サービス活動収益計
	　
	　
	　

	
	費用
	人件費
	　
	　
	　

	
	
	事業費
	　
	　
	　

	
	
	事務費
	　
	　
	　

	
	
	就労支援事業費用
	　
	　
	　

	
	
	授産事業費用
	　
	　
	　

	
	
	○○費用
	　
	　
	　

	
	
	利用者負担軽減額
	　
	　
	　

	
	
	減価償却費
	　
	　
	　

	
	
	国庫補助金等特別積立金取崩額
	△×××
	△×××
	　

	
	
	徴収不能額
	　
	　
	　

	
	
	徴収不能引当金繰入
	　
	　
	　

	
	
	その他の費用
	　
	　
	　

	
	
	サービス活動費用計
	　
	　
	　

	
	　サービス活動増減差額
	　
	　
	　

	サービス活動外増減の部
	収益
	借入金利息補助金収益
	　
	　
	　

	
	
	受取利息配当金収益
	　
	　
	　

	
	
	有価証券評価益
	　
	　
	　

	
	
	有価証券売却益
	　
	　
	　

	
	
	投資有価証券評価益
	　
	　
	　

	
	
	投資有価証券売却益
	　
	　
	　

	
	
	その他のサービス活動外収益
	　
	　
	　

	
	
	サービス活動外収益計
	　
	　
	　

	
	費用
	支払利息
	　
	　
	　

	
	
	有価証券評価損
	　
	　
	　

	
	
	有価証券売却損
	　
	　
	　

	
	
	投資有価証券評価損
	　
	　
	　

	
	
	投資有価証券売却損
	　
	　
	　

	
	
	その他のサービス活動外費用
	　
	　
	　

	
	
	サービス活動外費用計
	　
	　
	　

	
	　サービス活動外増減差額
	　
	　
	　

	経常増減差額
	　
	　
	　

	
	
	
	

	
	
	
	

	特別増減の部
	収益
	施設整備等補助金収益
	　
	　
	　

	
	
	施設整備等寄附金収益
	　
	　
	　

	
	
	長期運営資金借入金元金償還寄附金収益
	　
	　
	　

	
	
	固定資産受贈額
	　
	　
	　

	
	
	固定資産売却益
	　
	　
	　

	
	
	その他の特別収益
	　
	　
	　

	
	
	特別収益計
	　
	　
	　

	
	費用
	基本金組入額
	　
	　
	　

	
	
	資産評価損
	　
	　
	　

	
	
	固定資産売却損・処分損
	　
	　
	　

	
	
	国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等）
	△×××
	△×××
	　

	
	
	国庫補助金等特別積立金積立額
	　
	　
	　

	
	
	災害損失
	　
	　
	　

	
	
	その他の特別損失
	　
	　
	　

	
	
	特別費用計
	　
	　
	　

	
	　　特別増減差額
	　
	　
	　

	当期活動増減差額
	　
	　
	　

	繰越活動増減差額の部
	前期繰越活動増減差額
	　
	　
	　

	
	当期末繰越活動増減差額
	　
	　
	　

	
	基本金取崩額
	　
	　
	　

	
	その他の積立金取崩額
	　
	　
	　

	
	その他の積立金積立額
	　
	　
	　

	
	次期繰越活動増減差額
	　
	　
	　


（ｺﾒﾝﾄ）　新会計基準では、内部取引を相殺消去することとなった。法人内取引は、債権債務及び

取引高ともに最終的にはすべて相殺消去される。
①２拠点以上で複数事業（社会福祉事業と公益事業）を実施する場合

法人全体　　　　　　　　　ＣＦ・ＰＬ・ＢＳ・注記

事業区分別　　　　　　　　ＣＦ・ＰＬ・ＢＳ

拠点区分別　　　　　　　　ＣＦ・ＰＬ・ＢＳ

拠点区分別（一つの拠点）　ＣＦ・ＰＬ・ＢＳ・注記（該当のみ）

サービス区分別　　　　　　ＣＦ又はＰＬ
②１拠点で社会福祉事業のみを実施する場合

法人全体　　　　　　　　　ＣＦ・ＰＬ・ＢＳ・注記

拠点区分別（一つの拠点）　ＣＦ・ＰＬ・ＢＳ・注記

サービス区分別　　　　　　ＣＦ又はＰＬ
「補足説明事例①」（複数拠点）

社会福祉事業としていわゆる特養（A市）と介護付き有料ﾎｰﾑ（E市）を経営、入所施設内に本部事務所を設置する法人とします。

１．経理区分の区分方法

　社会福祉事業・公益事業を実施、社会福祉事業の拠点区分をA市、E市に分けます。本部はA市拠点区分に帰属します。A市拠点区分のｻｰﾋﾞｽ区分を、本部、居宅介護支援、介護老人福祉施設とし、E市拠点区分のｻｰﾋﾞｽ区分を通所介護Eとします。公益事業としての拠点区分はE市のみとなり、ｻｰﾋﾞｽ区分を特定入所者生活介護とします。

社会福祉事業　A市拠点区分：本部、居宅介護支援、介護老人福祉施設

E市拠点区分：通所介護Eﾎｰﾑ

公益事業
　　E市拠点区分：特定入所者生活介護E（有料ﾎｰﾑ）

２．内部取引消去

取引１：本部経費支払いのため、特養５０、通所E６０及び有料ﾎｰﾑE４０を繰入している。

取引２：有料ﾎｰﾑEの車輌（簿価８）を本部に移管して使用している。

　
上記２取引を前提に、新しいルールでどのような処理となるか。

①サービス区分別CF・PL（サービス区分間取引消去、小科目）

　附属明細書別紙３又は４を作成

CF：A市拠点区分資金収支明細書を作成、E市拠点は省略

→　特養から本部への繰入５０は内部取引として相殺消去する。

	　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ市拠点区分　資金収支明細書　　　　　　　　　　　　　　　別紙３

	（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

	勘定科目
	サービス区分
	合計
	内部取引消去
	拠点区分合計

	
	○○事業
	△△事業
	××事業
	
	
	

	その他の活動による収支
	収入
	事業区分間繰入金収入
	40
	　
	　
	40
	　
	40

	
	
	拠点区分間繰入金収入
	60
	　
	　
	60
	　
	60

	
	
	サービス区分間繰入金収入
	50
	　
	　
	50
	-50
	0

	
	
	その他の活動による収入
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動収入計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	支出
	事業区分間繰入金支出
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	拠点区分間繰入金支出
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	サービス区分間繰入金支出
	　
	50
	　
	50
	-50
	0

	
	
	その他の活動による支出
	　
	　
	　
	　
	　
	　


	
	
	その他の活動支出計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他の活動資金収支差額
	　
	　
	　
	　
	　
	　


PL：　別紙４のA市拠点区分事業活動明細書には特別増減の部がないため繰入等の内部取引相殺消去の

記載はされません。
②拠点区分別（単一拠点）CF・PL

CF：Ａ市拠点区分資金収支計算書（1号の４、予算統制の対象、予算決算対比、小科目）　

　　 E市拠点区分資金収支計算書

	           　　　　　　Ａ市拠点区分　資金収支計算書 　　　     　　　　第１号の４様式

	（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

	勘定科目
	予算(A)
	決算(B)
	差異(A)-(B)
	備考

	その他の活動による収支
	収入
	事業区分間繰入金収入
	30
	40
	-10
	　

	
	
	拠点区分間繰入金収入
	70
	60
	10
	　

	
	
	その他の活動による収入
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動収入計
	　
	　
	　
	　

	
	支出
	事業区分間繰入金支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	拠点区分間繰入金支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動による支出
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動支出計
	　
	　
	　
	　

	
	その他の活動資金収支差額
	
	　
	　
	　

	　予備費支出
	　×××

	―
	　×××
	　

	　
	　
	　
	△×××
	
	
	　

	当期資金収支差額合計
	　
	　
	　
	　


PL：A市拠点区分事業活動計算書（２号の４、前年対比、小科目）

	　　　　　　　　　　　Ａ市拠点区分　事業活動計算書　　　　　　　第２号の４様式

	（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

	勘定科目
	当年度決算(A)
	前年度決算(B)
	増減(A)-(B)

	特別増減の部
	収益
	事業区分間繰入金収益
	40
	　
	　

	
	
	拠点区分間繰入金収益
	60
	　
	　

	
	
	事業区分間固定資産移管収益
	8
	　
	　

	
	
	拠点区分間固定資産移管収益
	　
	　
	　

	
	
	その他の特別収益
	　
	　
	　

	
	
	特別収益計
	　
	　
	　

	
	費用
	事業区分間繰入金費用
	　
	　
	　

	
	
	拠点区分間繰入金費用
	　
	　
	　

	
	
	事業区分間固定資産移管費用
	　
	　
	　

	
	
	拠点区分間固定資産移管費用
	　
	　
	　

	
	
	その他の特別損失
	　
	　
	　

	
	
	特別費用計
	　
	　
	　

	
	　特別増減差額
	　
	　
	　

	当期活動増減差額
	　
	　
	　


③拠点区分別（複数拠点）CF・PL

CF：社会福祉事業区分資金収支内訳表（第１号の３、拠点区分間取引消去、大科目）

→　A市拠点（本部）の拠点区分間繰入金収入６０とE市拠点（通所E）の繰入金支出を相殺消去

	　　　　　　　　　社会福祉事業区分　資金収支内訳表　　　　　　　　第１号の３様式

	（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日　　

	勘定科目
	○○拠点
	△△拠点
	××拠点
	合計
	内部取引消去
	事業区分合計

	その他活動による収支
	収入
	事業区分間繰入金収入
	40
	　
	　
	40
	　
	40

	
	
	拠点区分間繰入金収入
	60
	　
	　
	60
	△ 60
	0

	
	
	その他の活動による収入
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動収入計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	支出
	事業区分間繰入金支出
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	拠点区分間繰入金支出
	　
	60
	　
	60
	△ 60
	0

	
	
	その他の活動による支出
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動支出計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　その他の活動資金収支差額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	当期資金収支差額合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　


PL：社会福祉事業区分事業活動内訳表（２号の３、拠点区分間取引消去、大科目）

→　A市拠点（本部）の拠点区分間繰入金収益６０とE市拠点（通所E）の繰入金費用を相殺消去

	                    社会福祉事業区分　事業活動内訳表                  第２号の３様式

	（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

	勘定科目
	○○拠点
	△△拠点
	××拠点
	合計
	内部取引消去
	事業区分合計

	特別増減の部
	収益
	事業区分間繰入金収益
	40
	　
	　
	40
	　
	40

	
	
	拠点区分間繰入金収益
	60
	　
	　
	60
	△ 60
	0

	
	
	事業区分間固定資産移管収益
	8
	　
	　
	8
	　
	8

	
	
	拠点区分間固定資産移管収益
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の特別収益
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	特別収益計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	費用
	事業区分間繰入金費用
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	拠点区分間繰入金費用
	　
	60
	　
	60
	△ 60
	0

	
	
	事業区分間固定資産移管費用
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	拠点区分間固定資産移管費用
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の特別損失
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	特別費用計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　特別増減差額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	当期活動増減差額
	　
	　
	　
	　
	　
	　


④事業区分別CF・PL

CF：資金収支内訳表（１号の２、事業ごとの内訳、内部取引消去、大科目）

→　公益事業（有料E）から本部への繰入４０を相殺消去

	　　　　　　　　　　　　　　　　資金収支内訳表  　　　　　　　　　    第１号の２様式

	（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

	勘定科目
	社会福祉事業
	公益事業
	収益事業
	合計
	内部取引消去
	法人合計

	その他の活動による収支
	収入
	事業区分間繰入金収入
	40
	　
	　
	40
	△ 40
	0

	
	
	その他の活動による収入
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動収入計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	支出
	事業区分間繰入金支出
	　
	40
	　
	40
	△ 40
	0

	
	
	その他の活動による支出
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	その他の活動支出計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他の活動資金収支差額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	当期資金収支差額合計
	　
	　
	　
	　
	　
	　


PL：事業活動内訳表（１号の３、事業ごとの内訳、内部取引消去、大科目）

→　公益事業（有料E）から本部への繰入４０を相殺消去

公益事業（有料E）から本部への車両移管取引８を相殺消去

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業活動内訳表　　　　　　　　　　　　　　　　　第２号の２様式

	（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

	勘定科目
	社会福祉事業
	公益事業
	収益事業
	合計
	内部取引消去
	法人合計

	特別増減の部
	収益
	事業区分間繰入金収益
	40
	　
	　
	40
	△ 40
	0

	
	
	事業区分間固定資産移管収益
	8
	　
	　
	8
	△ 8
	0

	
	
	その他の特別収益
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	特別収益計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	費用
	事業区分間繰入金費用
	　
	40
	　
	40
	△ 40
	0

	
	
	事業区分間固定資産移管費用
	　
	8
	　
	8
	△ 8
	0

	
	
	その他の特別損失
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	特別費用計
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　特別増減差額
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	当期活動増減差額
	　
	　
	　
	　
	　
	　


⑤法人全体

CF：資金収支計算書（１号の１、決算額は内部取引消去後、予算決算対比）

PL：事業活動計算書（１号の２，決算額は内部取引消去後、前年対比）

「補足説明事例②」（単一拠点）

いわゆる授産施設（D市）を経営、施設内に本部事務所を設置する法人とします。

１．経理区分の区分方法

　社会福祉事業のみを実施、拠点区分をD市、本部もD市拠点区分に帰属します。ｻｰﾋﾞｽ区分を、就労支援B型、居宅介護とします。

D市拠点区分：本部、指定就労継続支援B型、指定居宅介護

２．内部取引消去

取引１：Ｂ型作業所の車輌（簿価５）を本部に移管し、使用している。

取引２：本部経費に充当するため、Ｂ型作業所から繰入５０をしている。

　
　上記２取引を前提に、新しいルールでどのような処理となるか。

①サービス区分別CF・PL（サービス区分間取引消去、小科目）

　附属明細書別紙３又は４を作成

CF：　別紙３D市拠点区分資金収支明細書

→　B型作業所から本部への繰入５０は内部取引として相殺消去する。

PL：　別紙４のD市拠点区分事業活動明細書には特別増減の部がないため繰入等の内部取引相殺消去の記載はされませんが、サービス区分間固定資産移管収益５と移管費用５の相殺消去は必要です。
②拠点区分別（単一拠点）CF・PL

CF：D市拠点区分資金収支計算書（1号の４、予算統制の対象、予算決算対比、小科目）　

PL：D市拠点区分事業活動計算書（２号の４、前年対比、小科目）

③法人全体

CF：資金収支計算書（決算額は内部取引消去後、予算決算対比）

PL：事業活動計算書（決算額は内部取引消去後、前年対比）

３．予算統制単位

上記２－②により、拠点ごとに予算統制すれば足り、ｻｰﾋﾞｽ区分ごとの予算統制は不要となった。

（５）その他の主な変更点

①基本金･国庫補助金等特別積立金の取扱い
→基本金は､法人の設立及び施設整備等､法人が事業活動を維持するための基盤として収受した寄

付金に限定。

→国庫補助金等特別積立金は､実態に即した計算･表示となるよう一部取扱いを変更。

（ア）1号基本金及び国庫補助金等特別積立金における｢固定資産限定｣を変更 

現行の会計基準においては､10万円未満の初期調度物品等を1号基本金及び国庫補助 　金等特別積立金から除外している一方､指導指針では含めているなど､取扱いが異なっていた｡そこで､実態に即した計算・表示とするため､基本金及び国庫補助金等特別積立金の設定時において固定資産以外も計上できるように変更するものとする。

（ｺﾒﾝﾄ）　10万円未満の固定資産対象以外のものも、一旦国庫補助金等特別積立金に積立

てるとともに、当該年度において対応金額を全額取り崩すこととなる。

「補足説明事例」

建物建設資金として国等から６３百万円、家族会から４２百万円の寄附金を受け入れた。１００百万円を建物建築代金として支払、残り５百万円は１個１０万円未満の初度設備を購入した。なお、国庫補助金等特別積立金は、建物分２百万円と初度設備分３百万円を取り崩す。

（借方）現金　預金　　　　　　　　　１０５　（貸方）施設整備等補助金収入　　　　６３





　　　　　　　　 施設整備等寄附金収入　　　　４２

（借方）建　　　物　　　　　　　　　１００　（貸方）現金　預金　　　　　　　　１０５

　　　　　器具什器費　　　　　　　　　　　５

（借方）基本金組入額　　　　　　　　　４２　（貸方）基　本　金　　　　　　　　　４２

（借方）国庫補助金等特別積立金積立額　６３　（貸方）国庫補助金等特別積立金　　　６３

（借方）国庫補助金等特別積立金　　　　　５　（貸方）国庫補助金等特別積立金取崩額　５

なお、建物減価償却費に相当する国庫補助金等特別積立金取崩２百万円は減価償却費の控除項目として記載されるが、器具什器費相当分３百万円は減価償却費の控除項目として記載されます。

(イ）4号基本金の廃止
　基本金を法人の設立及び施設整備等､法人が事業活動を維持するための基盤として収受した寄付金に限定し､事業活動の結果として収支差額を振り替える現行基準の4号基本金は､他の基本金と性格が異なるため､基本金として取り扱わないものとする。

（ウ）国庫補助金等特別積立金に｢施設･設備整備資金借入金の償還補助金｣を追加
　施設、設備整備費の国庫補助金等については､一旦国庫補助金等特別積立金に積立て補助対象資産の償却期間にわたって取崩すことにより､損益の平準化を図るものとする。

（ｺﾒﾝﾄ）　国庫補助金等特別積立金の取崩しについては、償還補助総額を基礎（分母）として、減価償却費計上額（分子）に対応して取崩す。
「補足説明事例」

建物の建設資金として国等から60百万円を受入し、福祉医療機構から40百万円を借り入れた。100百万円を建物建築代金として支払した。福祉医療機構からの借入金に対し、償還補助として2百万円／年を受け入れることとなった。なお、国庫補助金等特別積立金の取崩は25年、各年度、当初分2.4百万円と償還補助分1.6百万円となる。

（借方）現金　預金　　　　　　　　　１００　（貸方）施設整備等補助金収入　　  　６０



　　　　　　　　 　設備資金借入金収入　　　　  ４０

（借方）建　　　物　　　　　　　　　１００　（貸方）現金　預金　　　　　　　　１００

（借方）国庫補助金等特別積立金積立額　６０　（貸方）国庫補助金等特別積立金　　　６０

（借方）現金　預金　　　　　　　　　　　２　（貸方）施設整備等補助金収入　　　　　２

（借方）国庫補助金等特別積立金積立額　　２　（貸方）国庫補助金等特別積立金　　　　２

（借方）国庫補助金等特別積立金　　　　　４（貸方）国庫補助金等特別積立金取崩額　　４

②引当金の範囲
→徴収不能引当金、賞与引当金、退職給付引当金の3種類とする。

・引当金については､現行の会計基準では、徴収不能引当金、賞与引当金、退職給与引当金のほか

に、その他引当金が認められていた。
・しかし、上記④その他引当金の実質的な内容は積立金の性格が強い点、開示内容の透明化を図

　る点から、当面の間、引当金は徴収不能引当金、賞与引当金、退職給付引当金の3種類とする。

③ 公益法人会計基準(平成20年4月)に採用されている会計手法の導入
 → 財務情報の透明性を向上させるため､資産と負債に係る流動･固定の区分、資産価値の変動等をより正確に財務諸表に反映するよう､公益法人会計基準（平成20年4月)を参考に、1年基準の見直し､金融商品の時価会計､リース会計、退職給付会計、減損会計、税効果会計などの会計手法を導入する。
(ア)1年基準(ワン･イヤー･ルール）
　→貸付金､借入金等の債権債務は､決算日翌日から1年以内に入金･支払の期限が来るものを流動資産･負債とし､1年を超えるものを固定資産･負債とする基準

（ｺﾒﾝﾄ）　１年基準により固定資産又は固定負債から振り替えられたものは、支払資金の定義から除かれている。

(イ)金融商品の時価会計

　→ 金融商品を期末の時価で再評価し､財務諸表に計上する手法
(ウ)ﾘｰｽ会計
　→耐用年数の大半の期間をﾘｰｽ契約で使用する機械など､ﾘｰｽ物件を資産として､ﾘｰｽ債務を負債として財務諸表に計上する手法

（ｺﾒﾝﾄ）　１契約あたりﾘｰｽ料総額が300万円を超えるﾌｱｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ契約については、借方・

ﾘｰｽ資産、貸方・ﾘｰｽ債務として資産及び負債に両建て計上する。なお、300万円以

下及び新会計移行前に締結した300万円超のﾘｰｽ契約についても賃借料処理が認め

られる。
「補足説明事例」

支払ﾘｰｽ料総額３６０万円のﾘｰｽ契約（ﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ）を締結した。月額ﾘｰｽ料６万円（６０回払い）であり、認められる最も簡便な方法で処理することとした。

（借方）ﾘｰｽ資産　　　　　　　　３６０　（貸方）ﾘｰｽ債務　　　　　  　　３６０

（借方）ﾘｰｽ債務（月額）　　　　　　６　（貸方）現金預金　　　　 　　　　　６

（借方）減価償却費　　　　　　   ７２　（貸方）ﾘｰｽ資産　　　　　　　　　７２

（借方）ﾘｰｽ債務　　　　　　　　　７２　（貸方）１年内返済予定ﾘｰｽ債務　　７２

(エ)退職給付会計    →  将来発生する退職給付額と積み立てた年金資産の差額等を財務諸表に計上する手法

［指針20．新たに導入される会計手法に関する簡便的な処理］

退職給付会計の適用に当たり、退職給付の対象となる職員数が300人未満の社会福祉法人のほか、職員数が300人以上であっても、年齢や勤務期間に偏りがあるなどにより数理計算結果に一定の高い水準の信頼性が得られない社会福祉法人や原則的な方法により算定した場合の額と期末要支給額との差異に重要性が乏しいと考えられる社会福祉法人においては、退職一時金に係る債務について期末要支給額により算定することができるものとする。

(オ)減損会計　　→ 固定資産の価値の下落を財務諸表に計上する手法

〈（会計基準）第４章　３貸借対照表価額(6)〉
資産の時価が著しく下落したときは、回復の見込みがあると認められる場合を除き、時価をもって貸借対照表価額としなければならない。

ただし、有形固定資産及び無形固定資産について使用価値を算定でき、かつ使用価値が時価を超える場合には、取得価額から減価償却累計額を控除した価額を超えない限りにおいて使用価値をもって貸借対照表価額とすることができるものとする。（注18） 

(カ)税効果会計　→収益事業を実施する法人において､税負担の額を適切に期間配分して財務諸表

に計上する手法

④退職共済制度の取扱いの明確化
→福祉医療機構､都道府県等が実施する制度を利用した場合の会計処理方法を明確化｡また､法人

が採用する退職給付制度を財務諸表に注記。

・福祉医療機構の実施する退職共済制度については､従前と同様､掛金を費用処理する。
・都道府県等の実施する退職共済制度は､約定の金額を退職給付引当金に計上する方法のほか、簡便

な処理方法を明示する。

・法人が利用する退職給付制度は､様々な制度が活用されているため､財務諸表利用者の理解に役

立つよう､財務諸表の注記に法人で採用している退職給付制度の内容を明示する。

〈移行時の取扱〉（５）退職給付引当金に係る調整
従来、都道府県等の実施する退職共済制度に加入している法人が採用している退職給与引当金に係る会計処理として次の方法が挙げられる。

① 退職共済預け金は掛金累計額、退職給与引当金は期末要支給額で計上する方法 

② 退職共済預け金、退職給与引当金共に期末要支給額で計上する方法 

2 退職共済預け金、退職給与引当金共に掛金累計額で計上する方法

これに対し、会計基準では、下記④～⑥の方法を認めている。 

④ 退職給付引当資産は掛金累計額、退職給付引当金は期末要支給額で計上する方法 

⑤ 退職給付引当資産、退職給付引当金共に期末要支給額で計上する方法 

⑥ 退職給付引当資産、退職給付引当金共に掛金累計額で計上する方法
会計基準への移行に当たり採用できる会計処理の方法は、従来採用している会計処理の方法により次のように区分されるが、移行時に限り、従来採用している方法から会計基準で認められるそれぞれの方法への変更を認めることとする。
なお、独自に退職金制度等を設けている場合においては、運用指針Ⅰ 20アに留意して退職給付引当金を計上することとする。また、退職給付引当金を新たに計上する場合の会計基準変更時差異については、会計基準移行年度から 15年以内の一定の年数にわたり定額法により費用処理するものとする。

⑤共同募金配分金等の取扱い　　→ 会計処理方法を明確化。
・受配者指定寄附金のうち、施設整備及び設備整備に係る配分金は、施設整備等寄附金収入（施

設整備等寄附金収益）として計上し、このうち基本金として組入れすべきものは基本金に組入

れする。
・受配者指定寄附金のうち、経常的経費の係る配分金は、経常経費寄附金収入（経常経費寄附金

収益）として計上する。

・受配者指定寄附金以外の配分金のうち、施設整備及び設備整備に係る配分金は、施設整備等補

助金収入（施設整備等補助金収益）として計上し、国庫補助金等特別積立金を積み立てる。

・受配者指定寄附金以外の配分金のうち、経常的経費に係る配分金は、補助金事業収入（補助金

事業収益）に計上する。

［指針9．寄附金の取扱い］

（２）寄附物品については、取得時の時価により、経常経費に対する寄附物品であれば経常経費寄附金収入及び経常経費寄附金収益として計上する。土地などの支払資金の増減に影響しない寄附物品については、事業活動計算書の固定資産受贈額として計上するものとし、資金収支計算書には計上しないものとする。
ただし、当該物品が飲食物等で即日消費されるもの又は社会通念上受取寄附金として扱うことが不適当なものはこの限りではない。

⑥積立金と積立資産

［指針19．積立金と積立資産について］

（１）積立資産の積立て
会計基準注解（注 20）において積立金を計上する際は同額の積立資産を積み立てることとしているが、資金管理上の理由等から積立資産の積立てが必要とされる場合には、その名称・理由を明確化した上で積立金を積み立てずに積立資産を計上できるものとする（別紙⑧「積立金・積立資産明細書」参照）。

（２）積立資産の積立ての時期
積立金と積立資産の積立ては、増減差額の発生した年度の財務諸表に反映させるのであるが、専用の預金口座で管理する場合は、理事会後２か月以内に行うものとする。
（３）就労支援事業に関する積立金
ア 工賃変動積立金
毎会計年度、一定の工賃水準を利用者に保障するため、将来の一定の工賃水準を下回る工賃の補填に備え、次に掲げる各事業年度における積立額及び積立額の上限額の範囲内において、「工賃変動積立金」を計上できるものとする。
　　・各事業年度における積立額：過去３年間の平均工賃の10％以内
� 　　・積立額の上限額：過去３年間の平均工賃の50％以内
なお、保障すべき一定の工賃水準とは、過去３年間の最低工賃（天災等により工賃が大幅に減少した年度を除く。）とし、これを下回った年度については、理事会の議決に基づき工賃変動積立金及び工賃変動積立資産を取り崩して工賃を補填し、補填された工賃を利用者に支給するものとする。
イ 設備等整備積立金
就労支援事業を安定的かつ円滑に継続するため、就労支援事業に要する設備等の更新、又は新たな業種への展開を行うための設備等の導入のための資金需要に対応するため、次に掲げる各事業年度における積立額及び積立額の上限額の範囲内において、設備等整備積立金を計上できるものとする。
� 　　・各事業年度における積立額：就労支援事業収入の10％以内
� 　　・積立額の上限額：就労支援事業資産の取得価額の75％以内

なお、設備等整備積立金の積み立てにあっては、施設の大規模改修への国庫補助、高齢・障害者雇用支援機構の助成金に留意することとし、設備等整備積立金により就労支援事業に要する設備等の更新、又は新たな業種への展開を行うための設備等を導入した場合には、対応する積立金及び積立資産を取り崩すものとする。

ウ 積立金の流用及び繰替使用

積立金は、上述のとおり、一定の工賃水準の保障、就労支援事業の安定的かつ円滑な継続という特定の目的のために、一定の条件の下に認められるものであることから、その他の目的のための支出への流用（積立金の流用とは、積立金の取り崩しではなく、積立金に対応して設定した積立資産の取崩しをいう。）は認められない。

しかしながら、就労支援事業に伴う自立支援給付費収入の受取時期が、請求及びその審査等に一定の時間を要し、事業の実施月から見て２か月以上遅延する場合が想定されることから、このような場合に限り、上述の積立金に対応する資金の一部を一時繰替使用することができるものとする。

ただし、繰替えて使用した資金は、自立支援給付費収入により必ず補填することとし、積立金の目的の達成に支障を来さないように留意すること。
参考１．財務諸表注記の充実

・現行の会計基準で､計算書類の注記事項として記載していた７項目に加え、経営内容をより正確に説明する趣旨から､｢法人で採用する退職給付制度｣、「関連当事者との取引内容｣等､９項目を追加し､１６項目に拡充。また､法人全体の他､拠点区分でも財務諸表の注記をするものとする。

（ｺﾒﾝﾄ１）　注記事項の記載場所等

　　①　法人全体の注記は、貸借対照表（第３号の３様式）の次に記載

2 拠点区分の注記は、貸借対照表（第３号の４様式）の次に記載

3 注記事項は、財務諸表の一部を構成しますので、毎年度所轄庁への提出対象となります。また、次の参考２の附属明細書はその対象外です。

（ｺﾒﾝﾄ２）　継続企業の前提に関する注記は、法人の存続可能性に関して疑義があるとき、

法人自らが記述するものだが、通常は該当なしとなるはず。ただし、法人が経営

危機に陥った時には、この記載があれば、理事・監事の責任が減免される可能性

が発生する。

　①　資金収支計算書の経常活動資金収支差額が継続してマイナスの場合

②　純資産の部合計がマイナスである場合

③　社会福祉法第32条の認可要件に該当しなくなった場合

      ④  所轄庁から事業停止命令を受ける恐れがある場合

（ｺﾒﾝﾄ３）　関連当事者取引の注記は、有給常勤役員との取引がある場合に、重要な取引

（年間1,000万円を超える取引）を明示させるもの。従来、個々の取引の合理性を

説明すれば足りたが、当該会社等との取引高、債権債務残高および兼務役員等の状

況が開示されるため、この注記については取引の合理性も含め詳細な検討が必要と

なる。

〈現行基準で規定する注記事項〉

1 重要な会計方針

2 重要な会計方針の変更、その理由及び影響額

3 基本財産の増減内容及び金額

4 基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩、その理由及び金額

5 担保に供されている資産の種類・金額及び担保する債務の種類・金額

6 重要な後発事象の内容及び影響額

7 その他必要な事項

＋

〈新基準（素案）で新たに加えた注記事項〉

1 継続事業の前提に関する注記

2 法人で採用する退職給付制度

3 拠点区分・ｻｰﾋﾞｽ区分の設定方法等

4 減価償却累計額を直接控除した場合の取得金額、減価償却累計額、当期末残高

5 徴収不能引当金を直接控除した場合の債権金額、徴収不能引当金当期末残高、債権当期末残高

6 満期保有債券の帳簿価額、評価損益等

7 関連当事者との取引内容

8 重要な偶発債務

参考２．附属明細書の考え方　
・現行基準に基づいて作成が求められている各種の別表・附属明細表などを共通フォームに統一

し、社会福祉法人に必要な内容に整理する。
・就労支援事業を行っている法人は､上記の他､適正な工賃算定のために製造原価などの必要最小

限の事項を明細書として作成する。

（ｺﾒﾝﾄ）　就労支援事業の会計処理を新会計は取り込んだために、附属明細書に就労原価と就労販管費の明細書が追加された。

（1） 全事業に係る明細書（cf現行、明細表）

· 基本財産及びその他の固定資産の明細書（別紙１）

· 引当金の明細書（別紙２）

· 拠点区分資金収支明細書（別紙３）

· 拠点区分事業活動明細書（別紙４）

・その他重要な事項に係る明細書

（別紙①）借入金明細書（cf借入金明細表）

（別紙②）受取寄附金明細書（cf寄附金収入明細表）

（別紙③）受取補助金明細書（cf補助金収入明細表）

（別紙④）事業区分間及び拠点区分間資金異動明細書

（cf経理区分間及び会計単位間資金異動明細表）

（別紙⑤）事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書

（別紙⑥）基本金明細書（cf基本金明細表）

（別紙⑦）国庫補助金等特別積立金明細書（cf国庫補助金等特別積立金明細表）

（２）拠点区分で作成する明細書（別紙⑧～⑱）

 　ア 拠点区分で作成する明細書（別紙⑧～⑱） 

以下の附属明細書は拠点区分ごとに作成するものとし、法人全体で作成する必要はないものとする。

（別紙⑧）積立金・積立資産明細書

（別紙⑨）サービス区分間資金移動明細書

（別紙⑩）サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書

（別紙⑪）就労支援事業別事業活動明細書

（別紙⑫）就労支援事業別事業活動明細書（多機能事業所用等）

（別紙⑬）就労支援事業製造原価明細書

（別紙⑭）就労支援事業製造原価明細書（多機能事業所用等）

（別紙⑮）就労支援販管費明細書

（別紙⑯）就労支援販管費明細書（多機能事業所用等）

（別紙⑰）就労支援事業明細書

（別紙⑱）就労支援事業明細書（多機能型事業所等）

　　 　（別紙⑲）授産事業費用明細書

（ｺﾒﾝﾄ）　各就労支援事業の年間売上高が5000万円以下であって、多種少額の生産活動を行う等の理由により、製造業務と販売業務に係る費用を区分することが困難な場合は、別紙⑬又は⑭及び別紙⑮又は⑯の作成に替えて、⑰又は⑱の作成で足りる。

参考３.　既存通知の取扱いの方向性

●移行期間終了をもって廃止の方向
１　会計基準　社援第310号　　２　社援施第6号　　３　経理規程準則　
４　基準・指針の当面の運用社援施第49号･老計第55号　

５　授産会計基準　　６　授産会計基準に係る取扱　　７　移行に関する留意点

（ｺﾒﾝﾄ）　会計基準に関する通知は、原則廃止されますが、社会福祉法人以外の法人に適用すべき通知は廃止されません。

Ｃ「移行時の取扱い」の概要（運用指針Ⅱより）

１（３）移行年度における過年度分の収益又は費用の取扱いについて
移行前の会計年度に生じていた収益又は費用（以下「過年度分の収益又は費用」という。）については、原則として、事業活動計算書上は特別増減の部に計上する。ただし、重要性が乏しい場合にはサービス活動外増減の部計上することができるものとする。
また、資金収支計算書上はその他の活動による収入及び支出として計上することとする。
なお、修正項目が複数になる場合には、修正項目ごとに性格を明らかにする名称を付した勘定科目を設けて計上する方法のほか、「会計基準移行に伴う過年度修正額」等の勘定科目を設けて計上する方法によることもできるが、後者による場合は、その内訳科目を設け、又は内訳を注記することとする。なお、過年度分の収益等について新たに設ける勘定科目は、「その他の特別収益」等の中区分勘定科目として設けることとする。
２（２）貸借対照表の組替え
旧基準において経理区分ごとに把握できる場合は、それを利用することができる。
移行年度期首現在における拠点区分ごとの期首貸借対照表における流動資産から流動負債を控除した金額（但し、引当金を除く。）と拠点区分ごとの移行年度の資金収支計算書の前期末支払資金残高が一致していること、拠点区分ごとの期首貸借対照表の次期繰越活動増減差額と拠点区分ごとの移行年度の事業活動計算書の前期繰越活動増減差額が一致していることに留意すること。一致しない場合には、拠点区分間貸付金又は拠点区分間借入金で処理することとする。
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